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社会福祉施設における事業継続計画（BCP）の策定に際し，職員参集の基準を明確に定めることは，利

用者および職員の安全を確保する上で重要である．しかし，従来のハザードマップを使用して，災害時の

具体的なシナリオを時系列的に想像し，計画を策定することは困難である．本研究では，河川の氾濫によ

る浸水を想定し，BCP 策定のための群衆シミュレーションを実施した．本シミュレーションにより，各地

域に居住する職員が，安全に施設へ移動できる時間帯や経路を把握することが可能となった．これにより，

BCP 策定，特に職員参集の最適なタイミングや方法をより具体的に計画するための新たなアプローチとし

ての可能性が示唆された．今後，社会福祉施設において，本研究成果を活用したBCP策定に関するワーク

ショップを実施し，その有用性を評価する．

     Key Words: Business Continuity Plan (BCP), crowd simulation, flooding of river, emergency gathering, 

social welfare facilities, multi-agent system. 

1. 緒言 

頻発する大規模災害に対応するため，多くの企業や団

体は，事業の早期復旧および継続を目的として，事業継

続計画（以降，BCPとする．）を策定している．このう

ち，介護施設・事業所では，感染症や災害が発生した場

合であっても，安定したサービスが継続的に提供される

体制を構築するため，令和 3年度介護報酬改定により，

介護施設・事業所における BCP の策定が義務付けられ

た 1)．義務化にあたり，令和 2年には，BCPの作成や継

続的な検討・修正のため，厚生労働省より，介護施設・

事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン
2)が公表され，多くの施設・事業所がガイドラインに沿

ったBCPの策定を行っている．令和4年に公開された感

染症対策や業務継続に向けた事業者の取組等に係る調査

研究事業報告書 3)では，訪問介護，通所介護，介護老人

福祉施設，介護老人保健施設等，全国の福祉施設を対象

に，感染症や自然災害の BCP 策定状況やその他の対策

の実施状況に関するアンケート調査を行っている．この

調査により，感染症対策・自然災害対策のための「研修

を行っている」と回答した施設は 81.7%に上り，他の取

組に比べて顕著に高い割合を示している．また，各対策

の実施状況については，「自然災害発生時に事業所・施

設全体を統括する意思決定者、各業務の担当者を決めて

いる」が 73.7%，「自然災害発生時に備え、事業所・施

設内外の関係者の連絡先を整理し、連絡手順を決めてい

る」が 70.2%と，いずれも高い実施率となっている．し

かし，「自然災害発生時に、事業所・施設内における職

員確保や業務の優先順位などの対処方法を決めている」

は 41.2%と低く，具体的な行動やその内容の詳細まで決

められていないことが伺える．また，自然災害 BCP を

策定した事業所・施設において，策定時に苦労した点と

して，「経験していないことを想像しながら策定するこ

と」が 51.5%，「自然災害やBCPについて理解すること」

が 29.4%，「自然災害や BCPに関する情報や資料の入手」

が 29.1%となっており，災害時の被災状況や，その影響
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に関する具体的な情報・資料の不足が，災害による被害

の程度や事業の中断時の状況について，詳細に想像する

ことを難しくしていることが示唆される．なお，検討す

べき自然災害は，地震や津波，豪雨などと多岐にわたり，

それらの資料を入手し，各施設の状況に応じて検討する

ことは困難であることが推測される．災害時には，施設

が被災することも想定すべきであるが，入居型施設にお

ける入居者対応や，デイサービス，ショートステイを利

用している利用者への安否確認のために職員の参集や各

住宅への移動が必要となるため，施設外の状況について

も把握する必要がある．上述した介護施設・事業所にお

ける自然災害発生時の業務継続ガイドラインや，全国老

人福祉施設協議会が公表している BCP のひな形資料に

おいても，職員の参集基準に関する項目が設けられてい

るものの，震度などで行動パターンを区分しているに留

まっており，具体性に欠ける．平成 28 年熊本地震にお

いて，福祉避難所を開設した特別養護老人ホームでは，

職員の自宅が被災したことにより，出勤不可能となり，

施設内において人手不足となる事例も多数存在した 4)．

また，令和 2年 7月豪雨時，同県の特別養護老人ホーム

においても人手不足となり，自宅が被災している中，施

設へかけつける職員もいたとの報告がある 5)．金井らに

よると，国土交通省水管理・国土保全局の「要配慮者利

用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き」6)

において，職員らの緊急参集の基準に関し，具体的な説

明がないことから，「安全が確保できる早い段階」を把

握するためには，気象情報や行政が発令する避難情報に

加え，河川の水位情報等を活用した独自の基準づくりが

重要であるとしている7）．本研究で対象としている施設

においても，自宅から施設までの経路が被災により寸

断・閉塞している可能性や，施設までの道中で被災する

可能性があることを鑑みると，発災後の職員参集の可否，

および応じる場合の行動やそのタイミング，移動経路に

ついては，被災状況をふまえ，時系列に沿った，より具

体的な検討が必要であると考える． 

時系列的な防災行動を考えるために，これまで避難時

の行動を再現したシミュレーションが行われてきた．有

川らは，津波シミュレーションの連成可能な避難シミュ

レータを開発し，効率的な避難が可能な施設整備方針に

ついて考察を行っている8）．また，後藤らは，個別要素

法型粒子コードを基に，群衆避難行動シミュレータを構

築し，津波避難階段を対象とした検討を実施している9）．

このように，建物内外における群衆の避難シミュレータ

は多く開発されているものの，BCP策定・改良時の活用

を想定したシミュレーションは行われていない．災害種

別ごとに指定されている指定避難場所とは違い，どのよ

うな災害が発生した場合であっても，職員は施設へ参集

されることから，災害ごとに施設までの安全な経路や，

移動時に要するおおよその時間を各施設職員が把握して

おく必要がある．しかし，一般的に行われている任意避

難場所までの避難シミュレーションや，ハザードマップ

等の公開されている災害情報だけでは把握することが困

難であることから，各施設，各災害に応じた群衆シミュ

レーションの実施が必要であると考える． 

シミュレーション以外の防災行動を考えるためのツー

ルとしては，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨における甚

大な被害を受けたことをふまえ，住民一人ひとりのため

の防災計画である「マイ・タイムライン」が開発されて

いる 10)．マイ・タイムラインの活用により，災害リスク

の高い地域の住民は，様々な災害状況下での防災行動を

時系列的に計画し，整理することが可能となる．マイ・

タイムラインは全国各地において展開され，その有効性

が評価されており 11), 12)，現在では，個人の避難行動を整

理するためものだけでなく，平成 30 年 7 月豪雨を経験

した岡山県倉敷市では，地域連携型の要配慮者マイ・タ

イムライン 13), 14) や，企業における BCP 策定にあたって

活用できる水害BCPタイムライン 15)など，様々な展開が

行われている．元々は，住民の防災行動計画のために開

発されたツールであるが，このように BCP 策定に活用

されている事例も多く，例えば，金井らは，防災行動を

行うにあたり，特に時間や支援が必要とされる要配慮者

利用施設におけるタイムラインの必要性を検証している
16)．さらに，湯浅らは，災害発生直後から応急復旧活動

を実施することが期待される建設会社に対し，BCPをベ

ースとして，タイムラインを活用する災害対応体制構築

を実践・検証している 17)．このように，BCPとタイムラ

インを併用することで，より実効性の高い計画を策定す

ることが可能となる．しかし，タイムラインを用いて，

災害時の行動を考えるにあたって参考とする資料は，ハ

ザードマップ等，事業者や住民などあらゆる人を対象と

した広域情報であることから，BCP策定時と同様，災害

状況を想像しながら自身に当てはめることは困難である．

また，タイムラインは時系列で防災行動を検討するため

に有用なツールであるが，参考とする災害情報が時系列

となっていないことも多い．社会福祉施設は，日常生活

支援が必要な高齢者や障害者等が主に利用していること

から，災害により事業継続が困難となった場合，これら

利用者の身体や生命に大きな影響を与えることとなる．

災害時においても安定したサービスの提供を行うために

は，BCPの策定や，策定後の改良を容易にするための情

報提供が必要であると考え，本研究では，社会福祉施設

を対象とした河川からの越水による浸水状況を考慮した

群衆シミュレーションを行い，職員および施設利用者の

安全を考慮した BCP 策定のための応用可能性について
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検討する． 

 

 

2. 災害状況を反映した都市モデルの構築 

 

対象とした社会福祉施設付近において，河川堤防が決

壊した際に想定される浸水状況を基に，群衆シミュレー

ションで活用する都市モデルを構築する． 

 

(1) 対象地域ならびに対象とする災害 

本研究では，図-1 内二重丸で示す香川県高松市宮脇町

の社会福祉施設を対象とする．対象施設は，特別養護老

人ホームやデイサービス，ショートステイなど，様々な

福祉事業を展開している施設である．本施設は，石清尾

山の山道入口付近に位置し，標高が高いことから，河川

堤防の決壊による浸水は想定されておらず，高松市が公

開している高松市洪水ハザードマップ 18)によると，高潮

や津波による浸水も想定されていない．しかし，対象施

設の北西部には二級河川があり，また，海岸まで直線距

離で約 1.5kmしかないため，周辺の浸水リスクは非常に

高い．また，施設は山道入口付近に立地していることか

ら，施設へ向かうための道路は限られており，平成 16

年に発生した台風 16 号接近時には，施設へ向かうため

に使用されている北側道路が浸水したり，さらに過去に

は，施設南側の斜面における土砂崩れの発生により，通

行不可になったりと，災害時には，施設の直接的な被災

ではなく，施設周辺の道路寸断が懸念される場所である．

そのため，災害が発生した際の職員参集については，十

分に検討が必要であるといえる． 

対象施設付近における発生頻度や被害規模の大きい災

害は，河川の氾濫や高潮・津波による浸水であると考え

られる．特に，施設の西側を流れる香東川は，破堤時に

最大で約 5.4m，施設へ続く道路においても 1.0～2.0mの

浸水が想定されている 18)．さらに，香東川流域では，平

成 2年 9月の台風 9号や平成 16年 10月の台風 23号など

による出水により浸水被害を受けており，今後，大規模

な豪雨や津波等の発生により，再度出水し，周辺地域が

浸水する可能性は十分にある．したがって，本研究では，

図-1 に示された香東川の×地点において破堤し，想定

最大規模の浸水が生じる場合を想定して，対象施設付近

が広範囲にわたって浸水する状況を反映した都市モデル

の構築を行う．なお，本解析では，豪雨時の破堤を想定

していることから，破堤していない箇所からの水位上昇

による越水も生じるものとする． 

 

(2) 浸水状況を反映した都市モデルの構築 

a) 氾濫解析の概要 

本研究では，香川県より提供された浸水想定区域デー

タを基に，浸水状況を反映した都市モデルを作成する．

なお，本データは，国土交通省が提供する浸水ナビ 19)で

公開されているデータであり，1日の総雨量が702 mmに

達する想定最大規模の浸水を想定した氾濫解析結果であ

る．氾濫解析は，破堤から 45 時間にわたって行われ，

浸水状況は 10分間隔で出力される． 

b)  香東川における想定最大規模となる浸水状況の反映 

対象施設において，職員の大多数が通勤手段として車

両を選択しているため，群衆シミュレーションにおいて

も車両による移動を想定する．一般的に，0.1～0.2m の

浸水により，ブレーキが効きにくくなり，0.3mを超える

と，マフラーから水が逆流し，エンジンへ水が浸入する

可能性があることから 20)，浸水深が 0.3m 以上の領域を

通行不可とし，0.3m未満の浸水がある浸水域は，通行可

能ではあるが浸水のある領域として設定している．また，

氾濫解析結果ならびに群衆シミュレーションを用いた

BCP策定に関するワークショップの実施を想定している

ことから，本研究では，国土地理院の標準地図に浸水状

況を反映させることにより，建物や道路の位置を視覚的

に明確化する．このとき，氾濫解析において得られたす

べての浸水状況を都市モデルに反映させ，10 分ごとに

浸水状況を更新する． 

図-2～7において，破堤 1時間後から 6時間後までの

浸水状況を反映した都市モデルを，1 時間ごとにそれぞ

れ示す．図-2より，破堤から1時間が経過すると，破堤

地点から北東側へ浸水が広がっており，施設北西部から

の施設への移動は危険な状況であるといえる．また，浸

水域の大半において，浸水深が 0.3m以上となっている 

 

図-1 構築した都市モデル 

（×は破堤地点，◎は対象施設をそれぞれ示す．） 
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図-2 破堤から 1時間後の浸水状況 図-3 破堤から 2時間後の浸水状況 図-4 破堤から 3時間後の浸水状況 

   

図-5 破堤から 4時間後の浸水状況 図-6 破堤から 5時間後の浸水状況 図-7 破堤から 6時間後の浸水状況 

ことから，車両による移動も困難であることが予想され

る．続いて，破堤から 2時間が経過すると，施設のすぐ

北側まで水が迫っている様子がわかる（図-3）．しかし，

施設は標高の高い位置にあることから，施設自体が浸水

する可能性は極めて低い．しかし，香東川東側だけでな

く，西側からも徐々に浸水がみられることから，香東川

より西側からの移動は慎重になる必要があろう．そして，

破堤から 3時間が経過すると，施設へ向かうための道の

多くが浸水しており（図-4），施設へは，東側あるいは

南側からしか向かうことができない状況である．さらに，

香東川の西側は，施設から 8.3kmほど南下した地点まで

浸水が広がっており，この時間からの西側からの移動は

浸水に巻き込まれる可能性が高い．破堤から 4時間が経

過すると，浸水範囲はさらに広がり，また，浸水深が

0.3mを超える範囲も増えている（図-5）．そして，破堤

から 5,6 時間が経過すると，浸水域は特に南部において

広がっているものの，浸水深が 0.3m を超える領域は

徐々に減っている（図-6,7）．しかし，香川県において

甚大な浸水被害が発生した平成 16年台風 16号接近時に

浸水した対象施設北部では，水が引かず，むしろ浸水深

が 0.3m以上となる浸水域が拡大している（図-5～7）． 

本氾濫解析において，対象施設において浸水すること

はなかったが，施設へ向かうための北側道路の多くが早

期に浸水し，また，破堤地点だけでなく，香東川全域に

浸水が広がることを考慮し，香東川より西側から施設へ

移動する場合は，浸水情報を細かく確認し，安全を最優

先にする必要がある． 

 

 

3. 群衆シミュレーション 

 

(1) シミュレーションモデルの概要 

前章で構築された都市モデルを基に，群衆シミュレー

ションを実施する．群衆シミュレーションには，堀らに

よって開発された避難行動シミュレータ 21), 22)を使用する．

本シミュレータは，マルチエージェントシステムを採用

しており，移動するエージェントの個々の動きを再現す

ることが可能である．なお，本シミュレータの詳細につ

いては，過去の研究 23)を参照されたい． 

 

(2) シミュレーション条件 

前述のように，本シミュレーションでは，車両を用い

た移動を想定しており，移動速度は数日間にわたる豪雨

によって生じた破堤直後の移動を想定し，混雑を考慮し
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て，文献 24)に基づき 8.3m/secと設定した．また，本誌で

は，図-1 に示す通り，30 名のエージェントを都市モデ

ル内にランダムに配置し，その初期配置地点から最短ル

ートを通って施設へ移動することで，施設の南側と北側，

香東川の東側と西側におけるエージェントの行動をそれ

ぞれ把握することとしている．なお，ワークショップ実

施時には，職員の居住地域に応じたエージェントの配置

を行う予定である．エージェントが施設へ向かう途中で

浸水域に遭遇した場合，迂回して浸水していないルート

を探索する．そして，浸水に巻き込まれた場合には，そ

の場で停止し，移動不可となる．なお，本シミュレーシ

ョンでは，浸水深が 0.3m 以上の領域を通行不可として

いるため，わずかな浸水がある道路においては，浸水し

ていない場合と同様，迂回せず通行するものとする．シ

ミュレーションケースとして，浸水していない場合と破

堤により浸水している場合の 2ケースに加え，破堤より

1 時間前と，破堤から 1, 2, 5 時間後に移動を開始した場

合，そして，ハザードマップにおいて用いられることの

多い，最大浸水深（最大包絡）を事前に把握している場

合の計7ケースを実施する．詳細は，表-1に示す通りで

ある．なお，ケース 4において，事前に把握していると

する最大浸水域・浸水深は，図-8に示す通りである． 

 

(3) シミュレーション結果 

本研究では前述した計 7ケースを実施しているが，紙

面の都合により，本誌では，ケース 1, 2, 3-4 のみを図-9

～11，図-12～16，図-17～21 にそれぞれ示す．なお，施

設到着率は全ケース分を図-22に示す． 

浸水していない場合を想定したケース 1のシミュレー

ション結果（図-9～11）より，施設は山中にあることか

ら，エージェントは，北側・南側の 2方向からのみ施設

へ入ろうとしている．移動開始から 1時間が経過すると，

半数のエージェントが到達，あるいは到達目前となって

おり（図-10），その後さらに 30分が経過すると，移動

開始時に，対象エリア南西部の施設から最も遠い位置に

いた 1名のエージェントを除いて，すべてのエージェン

トが施設へ到達，あるいは到達目前となっている（図-

11）．この 1名のエージェントの移動に時間を要してい

るものの，施設到着率（図-22）より，約 2 時間で全エ

ージェントが移動を終えていることがわかる． 

浸水している場合を想定し，破堤開始と同時に移動を開

始したケース2のシミュレーション結果（図-12～16）の

うち，移動開始から 30 分後においては，浸水がわずか

ではあるが，広がっているため，破堤箇所付近では，浸

水域を避けて移動しているエージェントが 4名いる（図

-12）．さらに，その後も破堤箇所付近を通るエージェ

ントは，浸水域を避けながら移動しなければならず（図

-13,14），ケース 1と比べて移動時間を要している（図

-22）．本ケースでは，破堤と同時刻に移動を開始して

いる点と，図-15 より破堤開始から 2時間後では，それ

ほど浸水域が広がっていない点を考慮すると，大半のエ

ージェントが浸水に巻き込まれず移動できているこ と

がわかる．しかし，施設南西部から移動したエージェン

トは，移動距離が他のエージェントより長いため，移動

開始から 1.5 時間程度経過した時点で，破堤付近におい

て浸水に巻き込まれ，動けない状態となっている（図-

16）．なお，破堤より 1 時間前に移動を開始した場合

（ケース 3-1），1,2時間後に移動を開始した場合（ケー

ス 3-2，3-3）のいずれも，ケース 2のように浸水に巻き

込まれたり，浸水域に直面し，迂回することとなったり

したエージェントが数名いたが，施設到着率（図-22）

より，いずれも大きな差は見られなかった． 

表-1 群衆シミュレーションの概要 

 Flood status Movement Start Time 

Case 1 without flooding Simultaneous 

with the levee breach Case 2 

with flooding 

Case 3-1 
1 hour before 

the levee breach 

Case 3-2 
1 hour after 

the levee breach 

Case 3-3 
2 hours after 

the levee breach 

Case 3-4 
5 hours after 

the levee breach 

Case 4 

with flooding (Understand-

ing the maximum flood 

depth at each location) 

Simultaneous 

with the levee breach 

 

 

図-8 浸水深の最大包絡 
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図-9 30分後の移動状況 

（ケース 1） 

図-10 1時間後の移動状況 

（ケース 1） 

図-11 1時間 30分後の移動状況 

（ケース 1） 

   

図-12 30分後の移動状況 

（ケース 2） 

図-13 40分後の移動状況 

（ケース 2） 

図-14 50分後の移動状況 

（ケース 2） 

   

図-15 1時間後の移動状況（ケース 2） 図-16 1時間 30分後の移動状況（ケース 2） 

そして，破堤から 5時間が経過した時点で移動を開始し

たケース 3-4（図-17～21）においては，移動開始時点か

ら既に施設北西部における浸水深が 0.3m 以上となって

いる．そのため，上述したケース 2とは異なり，香東川

の西側のエージェントの多くは，北側からではなく，南

側から施設へ入ることを試みている（図-17,18）．移動

開始から 30 分が経過した時点で，香東川の西側にいた

エージェントは，比較的浸水の少ない対象エリア南部ま

で移動し，香東川をわたって施設へ向かおうとしている

（図-19）．そのため，施設から東に 5km 程度の地域に

住むエージェントは，直線距離にして最大で 10km 程度

南下した後に，施設へ向けて北上している．移動開始か

ら 1時間が経過した時点でも，なお，南下し続けている

エージェントが 6名ほどおり，他のケースと比べると，

1時間経過時点における施設到着率も低い（図-20）．そ

して，そこからさらに 30 分が経過した時点であっても， 
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図-17 0分後の移動状況 

（ケース 3-2） 

図-18  15分後の移動状況 

（ケース 3-2） 

図-19 30分後の移動状況 

（ケース 3-2） 

   

図-20 1時間後の移動状況（ケース 3-2） 図-21 1時間 30分後の移動状況（ケース 3-2） 

まだ全員が香東川を渡り切れておらず，浸水深が 0.3m

程度ある香東川付近を移動していることがわかる（図-

21）．シミュレーション上では，浸水していない，ある

いは，浸水していても浸水深が 0.3m 未満のエリアをす

べて通行可能としているため，最終的に，3 時間かけて

全エージェントが施設へ到着しているものの（図-22），

このように長時間かけ，わずかでも浸水しているエリア

を移動することは大変危険である． 

最後に，最大浸水域・浸水深を事前に把握した上で，

破堤と同時に移動を行ったケース 4では，香東川より西

側のエージェントが全員移動できず，香東川の東側に位

置する半数のエージェントのみが移動を行った．そのた

め，図-22 に示すケース 4 の施設到着率は，50%で横ば

いとなっている．これは，香東川を渡るためのすべての

道路が，任意時刻において 0.3m 以上浸水していること

（図-8）を事前にエージェントが把握していたためであ

る．なお，施設へ移動した香東川より東側に位置するエ

ージェントは，浸水域に直面しないよう他ケースと比べ

て遠回りをして施設へ移動していることから，移動開始

から早い段階での施設到着率が低くなっている．したが

って，実際の災害発生時に職員参集が必要となった場合，

災害の規模に応じて，西側にいる職員らの安全を考慮し，

東側にいる職員のみで対応することが望ましい場合もあ

ると考えられる． 

 

 

4. 結言 

 

香川県高松市にある社会福祉施設を対象に，河川の氾

濫にともなう浸水を反映した群衆シミュレーションを実

施した．シミュレーションでは，浸水域に遭遇し，迂回

することにより移動時間が延長されたり，浸水に巻き込

 

図-22 時間経過にともなう施設到着率 
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まれて移動できなくなったりといった状況を再現するだ

けでなく，どの地域に住む職員に対して，いつ参集を要

請すべきか示すことが可能となった．また，シミュレー

ション上では被災していないが，通行する上で注意を払

うべき時間・エリアを時系列的に把握することも可能で

あることから，タイムラインを活用した BCP 策定時に

有用であると考えられる．今後，本研究で対象とした社

会福祉施設における BCP 策定のためのワークショップ

を実施し，本シミュレーション結果を活用することによ

り，その有効性について評価する．また，検討すべき自

然災害は多岐にわたることから，例えば地震発生時であ

れば，土砂災害区域の通行止めや，津波による浸水を，

本研究同様，都市モデル内に時系列的に反映させ，シミ

ュレーションを実施することにより，様々なケースを想

定した BCP 策定の一助となる情報の提供が可能になる

と考える． 
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Exploring the potential application of crowd simulation for BCP formulation support 

in social welfare facilities 

 

Shiori KUBO, Junko KANAI and Chikako ISOUCHI  

 
In the development of Business Continuity Plans (BCPs) for social welfare facilities, establishing clear 

criteria for emergency staff gathering is crucial in ensuring the safety of both users and staff members. 

However, it is difficult to utilize traditional hazard maps for imagining specific disaster scenarios on a time-

series basis and formulating corresponding plans. In this study, crowd simulations were conducted for BCP 

formulation, assuming flooding due to river overflow. These simulations enabled us to understand the times 

and routes that allow staff residing in each area to safely access the facility. This suggests the possibility of 

a new approach to BCP formulation, especially for more concrete planning of the optimal timing and meth-

ods for the emergency staff gathering. In the future, we will conduct workshops on BCP formulation at 

social welfare facilities using the results of this study and evaluate their usefulness. 
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